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奈良市議案第２６号 

 

平成３０年度奈良市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３０年度奈良市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 １．給 水 戸 数                    １７４，１２６戸 

 ２．年 間 総 給 水 量                 ４３，４０３，６１０  

 ３．１ 日 平 均 給 水 量                    １１８，９１３  

 ４．主要な建設改良事業                 １，６６０，５７６千円 

  (1) 配 水 施 設 費                  ２４，３７６千円 

  (2) 施 設 費                 ４４５，２８４千円 

  (3) 配 水 施 設 改 良 費               １，０１２，５５４千円 

  (4) 受託配水管改良費                  ５９，７２４千円 

  (5) 東部地域建設改良費                  １９，５４８千円 

  (6) 都祁地域建設改良費                  ３１，３７４千円 

  (7) 月ヶ瀬地域建設改良費                  ６７，７１６千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

 第１款 水道事業収益                  ９，１５７，０００千円 

  第１項 営 業 収 益                ７，６８４，７１９千円 

  第２項 営 業 外 収 益                １，４７２，１４２千円 

  第３項 特 別 利 益                      １３９千円 

支         出 

 第１款 水道事業費用                  ８，７４５，０００千円 

  第１項 営 業 費 用                ８，１７２，４３４千円 

  第２項 営 業 外 費 用                  ５５８，１４１千円 
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  第３項 特 別 損 失                    ４，４２５千円 

  第４項 予 備 費                   １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額２，２９９，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金２，２３３， 

６４０千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６５，３６０千円で補 

塡するものとする。）。 

収         入 

 第１款 資本的収入                   １，５２４，０００千円 

  第１項 企 業 債                  ６９６，６００千円 

  第２項 負 担 金                  ５０１，１５３千円 

  第３項 分 担 金                  ３２６，２４７千円 

支         出 

 第１款 資本的支出                   ３，８２３，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費                １，９３４，５９６千円 

  第２項 固定資産取得費                   ５４，８９４千円 

  第３項 企業債償還金                １，０９７，４７２千円 

  第４項 長 期 割 賦 金                  ７２６，０３８千円 

  第５項 予 備 費                   １０，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

資本的支出 施 設 費 
平 城 西 配 水 池 

更 新 工 事 

千円 

745,200 

３０ 

千円 

79,164 

３１ 351,216 

３２ 314,820 
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款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

資本的支出 
配水施設 

改 良 費 

口 径 ６ ０ ０ 粍 

配水本管更生工事 

千円 

619,920 

３０ 

千円 

227,880 

３１ 353,160 

３２ 38,880 

 

（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

須 川 ダ ム 耐 震 性 能 

照 査 業 務 委 託 

平成 30年度から 

平成 31年度まで 

千円 

74,520 

 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

建設改良費に充当 

千円 
 
 
 
696,600 証書借入 

5.0％以内 
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。） 

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。 

 

（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

(1) 収益的支出における各項間の流用 

(2) 資本的支出における各項間の流用 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用 

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ 

ならない。 

(1) 職員給与費                     １，５５９，１１９千円 

（他会計からの補助金） 

第１１条 一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

 (1) 比奈知ダム建設事業割賦負担金元利償還補助金       ２４２，２７７千円 

 (2) 東部地域等水道整備事業簡易水道事業債元利償還補助金   １１７，６８３千円 

 (3) 児童手当補助金                      １５，３４４千円 

 (4) 都祁地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １２０，４００千円 

 (5) 都祁地域に係る高料金対策補助金              ５６，６７１千円 

 (6) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １３，５４２千円 

 (7) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業助成金            ３７，２０８千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１２条 たな卸資産購入限度額は、３３０，０００千円と定める。 

 

  平成３０年２月２８日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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附    属    書    類 

 

 

１．平成３０年度 奈良市水道事業会計予算実施計画 

 

２．平成３０年度 奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

 

３．平成３０年度 奈良市水道事業給与費明細書 

 

４．継続費に関する調書 

 

５．債務負担行為に関する調書 

 

６．平成３０年度 奈良市水道事業予定貸借対照表 

 

７．平成２９年度 奈良市水道事業予定損益計算書 

 

８．平成２９年度 奈良市水道事業予定貸借対照表 

 

９．奈良市水道事業注記表 
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備 考

１. 水 道 事 業 収 益 9,157,000

１. 営 業 収 益 7,684,719

１. 給 水 収 益 7,664,569

２. 受 託 工 事 収 益 8,571

３. 工 事 負 担 金 3,107

４. 材 料 売 却 収 益 7

５. 手 数 料 8,465

２. 営 業 外 収 益 1,472,142

１. 受 取 利 息 400

２. 他 会 計 補 助 金 167,833

３. 長期前受金戻入 1,292,554

４. 雑 収 益 11,355

３. 特 別 利 益 139

１. 過年度損益修正益 139

平成３０年度奈良市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 水 道 事 業 費 用 8,745,000

１. 営 業 費 用 8,172,434

１. 原水及び浄水費 2,415,843

２. 配 水 費 439,139

３. 給 水 費 178,947

４. 施 設 管 理 費 502,838

５. 受 託 工 事 費 24,446

６. 業 務 費 337,778

７. 総 係 費 879,703

８. 東 部 管 理 費 111,046

９. 都 祁 管 理 費 146,251

月 ヶ 瀬 管 理 費 60,449

減 価 償 却 費 3,040,198

資 産 減 耗 費 35,796

２. 営 業 外 費 用 558,141

１. 支 払 利 息 249,986

２. ダ ム 負 担 金 78,155

３.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 230,000

３. 特 別 損 失 4,425

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 4,425

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

予 定 額

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目

10.

11.

12.
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備 考

１. 資 本 的 収 入 1,524,000

１. 企 業 債 696,600

１. 企 業 債 696,600

２. 負 担 金 501,153

１. 負 担 金 19,794

２. 受 託 負 担 金 46,067

３. 他 会 計 補 助 金 435,292

３. 分 担 金 326,247

１. 施 設 分 担 金 321,711

２. 加 算 分 担 金 4,536

予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目
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備 考

１. 資 本 的 支 出 3,823,000

１. 建 設 改 良 費 1,934,596

１. 配 水 施 設 費 92,756

２. 施 設 費 475,302

３. 配水施設改良費 1,159,811

４. 受託配水管改良費 88,089

５.
東 部 地 域
建 設 改 良 費 19,548

６.
都 祁 地 域
建 設 改 良 費 31,374

７.
月 ヶ 瀬 地 域
建 設 改 良 費 67,716

２. 固定資産取得費 54,894

１. 固定資産取得費 52,471

２.
都 祁
固定資産取得費 2,363

３.
月 ヶ 瀬
固定資産取得費 60

３. 企 業 債 償 還 金 1,097,472

１. 企 業 債 償 還 金 881,229

２.
都 祁
企 業 債 償 還 金 194,968

３.
月 ヶ 瀬
企 業 債 償 還 金 21,275

４. 長 期 割 賦 金 726,038

１. 長 期 割 賦 金 726,038

５. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

予 定 額

（単位：千円）

款 項 目

支　　　　　　　出
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平成３０年度奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） 326,103

　　　減価償却費 3,040,198

　　　引当金の増減額（△は減少） 59,488

　　　長期前受金戻入額 △ 1,292,554

      受取利息 △ 400

　　　支払利息 249,986

　　　ダム負担金利息 78,155

　　　固定資産除却損 35,796

　　　未収金の増減額（△は増加） 20,600

　　　未収消費税等の増減額（△は増加） △ 15,913

　　　未払金の増減額（△は減少） △ 119,182

　　　未払消費税等の増減額（△は減少） △ 35,681

　　　その他流動資産の増減額（△は増加） △ 2

　　　小計 2,346,594

　　　利息の受取額 400

　　　利息の支払額 △ 328,141

 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 2,018,853

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,920,002

　　　負担金による収入 476,618

　　　分担金による収入 302,081

 　　 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,141,303

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入れによる収入 500,000

　　　一時借入金の返済による支出 △ 500,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 696,600

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,097,472

　　　長期割賦金の償還による支出 △ 691,465

 　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,092,337

 　　 資 金 減 少 額 214,787

 　　 資金期首残高 5,441,603

 　　 資金期末残高 5,226,816
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手 当 の 内 訳
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

職
員

数
の

異
動

の
状

況

本
年

度
人

人
人

前
年

度
人

人
人

増
　

減
人

人
人

 
(
昇

給
期

)
 

0
.2

6
%

備
　

 
 
　

考

8
2

1
5
9

△
 6

△
 2

（
そ

の
他

）
（

計
）

職
員

数

1
0
3
 人

現
に

在
職

す
る

0

△
 2

△
 4

1
5
3

1
5
9

(
職

員
数

)

平
均

昇
給

率

昇
給

期
別

職
員

数

そ
の

他

本
年

度
分

4
,9

3
6

1
,5

9
5

平
年

度
分

勤
勉

手
当

7
,0

0
9

期
末

手
当

6
0
8

8
2
2

そ
の

他

１
　

月

8
2
2

増
 
 
減

 
 
事

 
 
由

 
 
別

 
 
内

 
 
訳

△
 3

2
,1

8
3

7
,6

9
9

1
5
5

説
　

 
 
　

 
明

給
与

改
定

に
伴

う
増

加
分

△
 2

4
,8

7
4

△
 2

7
,4

1
4

退
職

給
付

費

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減

 
額

昇
給

に
伴

う
増

加
分

6
,5

3
1

手
　

　
当

△
 4

4
,5

8
9

給
　

　
料

△
 2

4
,8

3
0

そ
の

他
の

増
減

分

そ
の

他
の

増
減

分

△
 5

2
,2

8
8

給
与

改
定

に
伴

う
増

加
分
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３
．

給
料

及
び

手
当

の
状

況
　

 

　
(
1
)
 
職

員
１

人
当

た
り

給
与

３
３

６
，

８
３

０

４
３

５
，

２
３

９

４
２

．
７

３
３

２
，

１
９

１

４
２

７
，

４
６

２

４
１

．
８

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

一
　

般
　

職

同
　

　
左

一
般

会
計

の
制

度
　

（
円

）

（
円

）

一
　

般
　

職
　

（
円

）

１
８

５
，

８
０

０

１
６

２
，

７
０

０

１
５

１
，

５
０

０

（
歳

）

（
円

）

（
円

）

（
歳

）

（
円

）

区
　

　
　

　
分

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

区
　

　
　

分

平
成

3
0

年
1

月
1

日

高
　

　
校

　
　

卒

短
　

　
大

　
　

卒

大
　

　
学

　
　

卒

平
均

年
齢

平
均

給
与

月
額

平
均

給
料

月
額

平
均

年
齢

平
成

3
0

年
1

月
１

日
現

在

平
成

2
9

年
１

月
１

日
現

在
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(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

4

2
2

4
5

3
9

2
6 4

1
0 2 3

1
5
5 6

2
8

1
5

2
8

3
8

2
5 6

1
1 2

1
5
9

平
成

2
9

年
1

月
1

日
現

在

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
1
0
0
.0

〕

〔
2
2
〕

〔
2
5
〕

〔
2
5
〕

〔
2
2
〕

3
.8

6
.9

1
.3

1
0
0
.0

9
.4

1
5
.7

計５ ６ ７ ８ ９ １
０

1
.9

1
0
0
.0

1
6
.8

2
.6

6
.4

８ ９

3
.8

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ １
０

計

1
7
.6

1
7
.6

2
3
.9

平
成

3
0

年
1

月
1

日
現

在

一
　

　
　

　
　

般
　

　
　

　
　

職

級
職

　
　

員
　

　
数

構
　

　
成

　
　

比

１

1
.3

３ ４２
1
4
.2

2
.6

2
9
.0

2
5
.2

区
分
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（
級

別
の

標
準

的
な

職
務

内
容

）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
５

３

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

０
３

１
号

給

２
号

給

３
号

給
６

４
号

給
９

７

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

７
．

３

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
５

９

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

４
７

１
号

給

２
号

給

３
号

給
１

０

４
号

給
１

３
７

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
９

２
．

５

前 　 年 　 度

技
術

職
員

事
務

職
員

１
　

級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

区 　 分

２
　

級
３

　
級

４
　

級

主
 
事

課
長

補
佐

級
係

長
級

主
 
務

本 　 年 　 度

（
人

）

 
部

長
級

 
部

長
級

次
長

級
課

長
級

主
幹

級

一
　

　
般

　
　

職

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

１
０

　
級

８
　

級
９

　
級

５
　

級
６

　
級

７
　

級

号
給

数
別

内
訳

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

（
人

）
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）

（
％

）

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

一
般

会
計

の
制

度

２
．

０
７

５
２

．
２

２
５

４
．

３
０

有
〔

１
．

０
５

〕
〔

１
．

２
０

〕
〔

２
．

２
５

〕
前

年
度

２
．

１
２

５
２

．
２

７
５

４
．

４
０

有
〔

１
．

０
７

５
〕

〔
１

．
２

２
５

〕
〔

２
．

３
０

〕

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

備
　

考
 
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
 
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

１
２

５
２

．
２

７
５

４
．

４
０

有
〔

１
．

０
７

５
〕

〔
１

．
２

２
５

〕
〔

２
．

３
０

〕

４
０

．
６

５

現
場

処
理

作
業

手
当

、
有

害
物

等
取

扱
業

務
手

当

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

平
成

３
０

年
１

月
１

日
現

在
）

区
分

一
　

　
　

般
 
 
 
 
　

職

０
．

０
４
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

定
年

前
早

期
退

職
に

係
る

退
職

手
当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

特
　

例
　

措
　

置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
４

．
５

８
２

５
４

９
．

５
９

定
年

前
早

期
退

職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
５

．
５

５
６

２
５

４
９

．
５

９

２
０

年
勤

続
の

者
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企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金
等

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％

平
成

3
0
年

度
7
9
,
1
6
4

0
7
9
,
1
6
4

-
-
7
9
,
1
6
4
7
9
,
1
6
4

-
1
0
.
6

平
成

3
1
年

度
3
5
1
,
2
1
6

1
7
5
,
6
0
0

1
7
5
,
6
1
6

-
-

-
-

3
5
1
,
2
1
6

-

平
成

3
2
年

度
3
1
4
,
8
2
0

1
5
7
,
4
0
0

1
5
7
,
4
2
0

-
-

-
-

3
1
4
,
8
2
0

-

計
7
4
5
,
2
0
0

3
3
3
,
0
0
0

4
1
2
,
2
0
0

0
0
7
9
,
1
6
4
7
9
,
1
6
4

6
6
6
,
0
3
6

1
0
.
6

平
成

3
0
年

度
2
2
7
,
8
8
0

1
1
3
,
9
0
0

1
1
3
,
9
8
0

-
-
2
2
7
,
8
8
0
2
2
7
,
8
8
0

-
3
6
.
8

平
成

3
1
年

度
3
5
3
,
1
6
0

1
7
6
,
6
0
0

1
7
6
,
5
6
0

-
-

-
-

3
5
3
,
1
6
0

-

平
成

3
2
年

度
3
8
,
8
8
0

1
9
,
4
0
0

1
9
,
4
8
0

-
-

-
-

3
8
,
8
8
0

-

計
6
1
9
,
9
2
0

3
0
9
,
9
0
0

3
1
0
,
0
2
0

0
0
2
2
7
,
8
8
0
2
2
7
,
8
8
0

3
9
2
,
0
4
0

3
6
.
8

翌
年
度
以
降

の
支
払
義
務

発
生
予
定
額

継
続
費
の

総
額
に
対

す
る
進
捗

率

備
考

前
前
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
額

年
度

年
割

額

継
　
続
　
費
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書

全
体

計
画

左
の

財
源

内
訳

前
年
度
末

ま
で
の
支

払
義
務
発

生
（
見
込

）
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定

額

当
該
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
予
定

額

款
項

資
本
的
支
出

１
.

事
業

名

平
城
西
配
水
池

更
新

工
事

口
径
６
０
０
粍

配
水

本
管

更
生

工
事

１
.

建
設
改
良
費
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期
　
　
　
間

金
　
　
　
額

期
　
　
　
間

金
　
　
　
額

一
般
会
計
繰
入
金

そ
の
他

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

比
奈
知
ダ
ム
建
設

事
業
割
賦
負
担
金

16
,2
75
,9
53

平
成
1
2
年
度
か
ら

平
成
2
9
年
度
ま
で

13
,5
46
,8
91

平
成
3
0
年
度
か
ら

平
成
3
3
年
度
ま
で

2
,7
2
9
,0
6
2

9
0
9
,6
8
7

1
,8
1
9
,3
7
5

上
下

水
道

料
金

シ
ス
テ

ム
構

築
業

務
委

託
88
,0
00

平
成
2
5
年
度
か
ら

平
成
2
9
年
度
ま
で

81
,1
56

平
成
3
0
年
度
か
ら

平
成
3
1
年
度
ま
で

6
,8
4
4

-
6
,8
4
4

営
業

業
務

包
括

業
務

委
託

98
0,
59
3

平
成
2
7
年
度
か
ら

平
成
2
9
年
度
ま
で

57
1,
05
7

平
成
3
0
年
度
か
ら

平
成
3
1
年
度
ま
で

4
0
9
,5
3
6

-
4
0
9
,5
3
6

須
川
ダ
ム
耐
震
性
能

照
査

業
務

委
託

74
,5
20

－
-

平
成
3
0
年
度
か
ら

平
成
3
1
年
度
ま
で

7
4
,5
2
0

-
7
4
,5
2
0

左
の

財
源

内
訳

債
務

負
担

行
為

に
関

す
る

調
書

事
　
項

限
度
額

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
（
見

込
）
額

当
該

年
度

以
降

の
支

払
義

務
発

生
予

定
額
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平成３０年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,139,104

　  ロ　建              物 4,591,334

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,034,501 2,556,833

　  ハ　構      築      物 88,057,186

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 44,105,797 43,951,389

　  ニ　機 械 及 び 装 置 18,836,365

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 14,437,591 4,398,774

　  ホ  車  両  運  搬  具 117,968

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 79,525 38,443

　  ヘ　器   具   備   品 177,890

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 127,234 50,656

　  ト　建  設  仮  勘  定 485,578

     　有 形 固 定 資 産 合 計 55,620,777

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 19,631,618

　  ロ　水　　　利　　　権 63,645

　  ハ　その他無形固定資産 1,248,579

     　無 形 固 定 資 産 合 計 20,943,842

  (3)　投  　  　  　  　  資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

　  固  定  資  産  合  計 76,567,794

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 5,226,816

  (2)　未       収       金 755,013

     　貸  倒  引  当  金 △ 51,389 703,624

  (3)　貯       蔵       品 29,910

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 1,072

　  流  動  資  産  合  計 5,961,422

　  資      産      合    計 82,529,216
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 14,814,791

     　企  業  債  合  計 14,814,791

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,235,199

     　引  当  金  合  計 1,235,199

  (3)　長 期 未 払 割 賦 金 1,173,289

　  固  定  負  債  合  計 17,223,279

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,039,375

     　企  業  債  合  計 1,039,375

  (2)　ダ ム 割 賦 負 担 金 556,524

  (3)　未       払       金 267,342

  (4)　前       受       金 8,500

  (5)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 115,048

     　引  当  金  合  計 115,048

  (6)　預       り       金 381,737

　  流  動  負  債  合  計 2,368,526

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 52,687,769

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 23,212,804 29,474,965

　  繰  延  収  益  合  計 29,474,965

　  負      債      合    計 49,066,770
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 12,982,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　水 道 老 朽 施 設

　  　　更  新  積  立  金 1,400,000

　  ロ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 462,599

     　利 益 剰 余 金 合 計 1,862,599

　  剰   余   金   合   計 20,479,495

　  資      本      合    計 33,462,446

　  負  債  資  本  合  計 82,529,216
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平成２９年度奈良市水道事業予定損益計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 給 水 収 益 7,169,922

 (2) 受 託 工 事 収 益 7,700

 (3) 工 事 負 担 金 3,171

 (4) そ の 他 営 業 収 益 9,812 7,190,605

２. 営   業    費   用

 (1) 原 水 及 び 浄 水 費 2,058,970

 (2) 配 水 費 394,898

 (3) 給 水 費 155,897

 (4) 施 設 管 理 費 403,928

 (5) 受 託 工 事 費 24,060

 (6) 業 務 費 316,212

 (7) 総 係 費 903,025

 (8) 東 部 管 理 費 64,864

 (9) 都 管 理 費 113,525

 (10) 月 ヶ 瀬 管 理 費 45,965

 (11) 減 価 償 却 費 3,078,566

 (12) 資 産 減 耗 費 313,686 7,873,596

  　営      業      損      失 682,991

３. 営  業  外  収  益

 (1) 受 取 利 息 1,502

 (2) 他 会 計 負 担 金 20,575

 (3) 他 会 計 補 助 金 214,078

 (4) 補 助 金 95,472

 (5) 長 期 前 受 金 戻 入 1,349,413

 (6) 雑 収 益 10,084 1,691,124

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 262,757

 (2) ダ ム 負 担 金 102,909

 (3) 雑 支 出 10,822 376,488 1,314,636

  　経      常      利      益 631,645

５. 特   別    利   益

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 益 1,314 1,314

６. 特   別    損   失

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 損 4,706

 (2) そ の 他 特 別 損 失 1,757 6,463 △ 5,149

　  当　 年　 度　 純　 利　 益 626,496

　  前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金 219,876

　  その他未処分利益剰余金変動額 890,124

　  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,736,496
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平成２９年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固　定　資　産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,139,104

　  ロ　建              物 4,587,039

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,951,672 2,635,367

　  ハ　構      築      物 86,766,784

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 42,369,083 44,397,701

　  ニ　機 械 及 び 装 置 18,532,381

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 14,004,380 4,528,001

　  ホ　車  両  運  搬  具 99,054

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 73,216 25,838

　  ヘ　器   具   備   品 161,614

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 118,462 43,152

　  ト　建  設  仮  勘  定 135,243

     　有 形 固 定 資 産 合 計 55,904,406

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 20,311,559

　  ロ　水　　　利　　　権 95,469

　  ハ　その他無形固定資産 1,309,177

     　無 形 固 定 資 産 合 計 21,716,205

  (3)　投              　資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

     固  定  資  産  合  計 77,623,786

２. 流　動　資　産

  (1)　現    金    預    金 5,441,603

  (2)　未       収       金 759,700

     　貸　倒　引　当　金 △ 51,535 708,165

  (3)　貯       蔵       品 29,910

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 1,070

     流  動  資  産  合  計 6,180,748

     資      産      合    計 83,804,534
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

     イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 15,157,566

     　企  業  債  合  計 15,157,566

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,177,554

     　引  当  金  合  計 1,177,554

  (3)　長 期 未 払 割 賦 金 1,729,813

　  固  定  負  債  合  計 18,064,933

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,097,472

     　企  業  債  合  計 1,097,472

  (2)　ダ ム 割 賦 負 担 金 691,465

  (3)　未       払       金 422,205

  (4)　前       受       金 8,500

  (5)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 113,059

     　引  当  金  合  計 113,059

  (6)　預       り       金 381,737

　  流  動  負  債  合  計 2,714,438

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 51,809,070

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 21,920,250 29,888,820

　  繰  延  収  益  合  計 29,888,820

　  負      債      合    計 50,668,191
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 11,682,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　水 道 老 朽 施 設

　  　　更  新  積  立  金 1,100,000

　  ロ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 1,736,496

     　利 益 剰 余 金 合 計 2,836,496

　  剰   余   金   合   計 21,453,392

　  資      本      合    計 33,136,343

　  負  債  資  本  合  計 83,804,534
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奈良市水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

・主な耐用年数 

建物      ６～６５年 

構築物      ６～８０年 

機械及び装置  ５～２０年 

器具及び備品  ２～２０年 

⑵  無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当 

する金額を計上している。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴ 当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ１００，

０００千円の見込みである。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，

５１４，２６６千円である。 

２ 長期未払割賦金の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている長期未払割賦金（当該事業年度の末日の翌日から起

算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は５７６，６０５千円である。 

３ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

  該当事項無し 

４ 引当金の取崩し 

⑴  退職給付引当金の取崩し 

平成３０年度において、退職に係る退職手当として３０，２４１千円を支給す

るため、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。 

⑵  賞与引当金の取崩し 

平成３０年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支

払いとして１１３，０５９千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すもの

として算定した。 

⑶  貸倒引当金の取崩し 

- 29 -



平成３０年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権８，

９６１千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業会計は、奈良市水道事業、都祁水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、奈良市水道事業、都祁水

道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

奈良市水道事業 都祁及び月ヶ瀬地域以外の地域において水道水を供給する業務 

都祁水道事業 都祁地域において水道水を供給する業務 

月ヶ瀬簡易水道事業 月ヶ瀬地域において水道水を供給する業務 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 平成30年4月1日 至 平成31年3月31日 ） 

単位（千円） 奈良市水道事業 都祁水道事業  月ヶ瀬簡易水道事業 合  計 

営業収益 7,523,894 134,053 26,772 7,684,719 

営業費用 7,613,119 423,429 135,886 8,172,434 

営業損益 △89,225 △289,376 △109,114 △487,715 

経常損益 572,325 △120,656 △25,383 426,286 

その他項目     

 他会計繰入金 62,885 75,473 29,475 167,833 

 減価償却費 2,689,354 275,501 75,343 3,040,198 

 特別利益 139 0 0 139 

 特別損失 4,280 130 15 4,425 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
1,887,977 33,737 67,776 1,989,490 
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Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額 

     １年内   ３８，６９１千円 

     １年超   ６６，７９０千円 

      計   １０５，４８１千円 

  ３ 解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内    ７，２１４千円 

     １年超   １７，８５７千円 

      計    ２５，０７１千円 
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奈良市議案第２７号 

 

平成３０年度奈良市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３０年度奈良市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 １．水 洗 化 人 口                    ３１６，４６３人 

 ２．年 間 有 収 水 量                 ３６，９４１，９６８㎥ 

 ３．１日平均有収水量                    １０１，２１１㎥ 

 ４．主要な建設改良事業                   ６２６，７３９千円 

  (1) 管 渠 建 設 費                 ２０４，５６７千円 

  (2) 管 渠 改 良 費                 １８１，２０３千円 

  (3) 処理場建設改良費                  １８，５９３千円 

  (4) 流域下水道整備事業費                 ２２２，３７６千円 

（収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

 第１款 下水道事業収益                 ７，３２５，０００千円 

  第１項 営 業 収 益                ４，６６０，５５２千円 

  第２項 営 業 外 収 益                ２，６６４，４１６千円 

  第３項 特 別 利 益                       ３２千円 

支         出 

 第１款 下水道事業費用                 ７，８８３，０００千円 

  第１項 営 業 費 用                ７，１３６，９４６千円 

  第２項 営 業 外 費 用                  ７３５，２１１千円 

  第３項 特 別 損 失                    ５，８４３千円 

  第４項 予 備 費                    ５，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額７７３，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金７７３，０００ 

千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

 第１款 資本的収入                   ３，５７６，０００千円 

  第１項 企 業 債             １，９４９，０００千円 

  第２項 他 会 計 補 助 金              １，４８１，９９４千円 

  第３項 国庫補助金及び交付金               １１２，５０４千円 

  第４項 県 補 助 金                ２１，０３８千円 

  第５項 負 担 金 等                １１，４６４千円 

支         出 

 第１款 資本的支出                   ４，３４９，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費               ７４３，７９７千円 

  第２項 固 定 資 産 取 得 費                 ６，９２１千円 

  第３項 企 業 債 償 還 金             ３，５９８，２８２千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事      項 期  間 限  度  額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（公共下水道分） 

平成30年度から 
平成34年度まで 

融資総額33,000千円を限度とす
る年利1.00%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（公共下水道分） 

平成30年度から 
平成34年度まで 

金融機関からの借入総額33,000
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（農業集落排水処理
施設分） 

平成30年度から 
平成34年度まで 

融資総額11,100千円を限度とす
る年利1.00%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（農業集落排水処理施設分） 

平成30年度から 
平成34年度まで 

金融機関からの借入総額11,100
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 

下水道施設等包括的維持管理業務
委託 

平成30年度から 
平成32年度まで 

 
千円  

420,713 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

下水道事業 

千円 
 
 
 
1,949,000 証書借入 

5.0％以内 
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。） 

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

 (1) 収益的支出における各項間の流用 

 (2) 資本的支出における各項間の流用  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

 (1) 職 員 給 与 費                     ２４３，１６７千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、１，９１５，０００千円と定める。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

  平成３０年２月２８日提出 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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附    属    書    類 

 

 

１．平成３０年度 奈良市下水道事業会計予算実施計画 

 

２．平成３０年度 奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

 

３．平成３０年度 奈良市下水道事業給与費明細書 

 

４．債務負担行為に関する調書 

 

５．平成３０年度 奈良市下水道事業予定貸借対照表 

 

６．平成２９年度 奈良市下水道事業予定損益計算書 

 

７．平成２９年度 奈良市下水道事業予定貸借対照表 

 

８．奈良市下水道事業注記表 
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備 考

１. 下水道事業収益 7,325,000

１. 営 業 収 益 4,660,552

１. 下 水 道 使 用 料 4,506,546

２. 雨水処理負担金 153,863

３. その他営業収益 143

２. 営 業 外 収 益 2,664,416

１. 他 会 計 負 担 金 11,311

２. 他 会 計 補 助 金 279,143

３.
国 庫 補 助 金
及 び 交 付 金 2,762

４. 県 補 助 金 2,762

５. 長期前受金戻入 2,368,087

６. 雑 収 益 351

３. 特 別 利 益 32

１. 過年度損益修正益 32

平成３０年度奈良市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 下水道事業費用 7,883,000

１. 営 業 費 用 7,136,946

１. 管 渠 費 220,277

２. ポ ン プ 場 費 39,872

３. 処 理 場 費 497,630

４. 普 及 指 導 費 69,694

５. 業 務 費 262

６. 総 係 費 151,319

７. 減 価 償 却 費 3,902,867

８. 資 産 減 耗 費 12,331

９. 流域下水道管理費 2,242,694

２. 営 業 外 費 用 735,211

１.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 565,205

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 170,000

３. 雑 支 出 6

３. 特 別 損 失 5,843

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 5,843

４. 予 備 費 5,000

１. 予 備 費 5,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 収 入 3,576,000

１. 企 業 債 1,949,000

１. 企 業 債 1,949,000

２. 他 会 計 補 助 金 1,481,994

１. 他 会 計 補 助 金 1,481,994

３.
国庫補助金及び
交 付 金 112,504

１.
国庫補助金及び
交 付 金 112,504

４. 県 補 助 金 21,038

１. 県 補 助 金 21,038

５. 負 担 金 等 11,464

下水道事業受益者

負 担 金

農業集落排水事業

分 担 金

３. 工 事 負 担 金 3,500

１.

２.

6,964

1,000

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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備 考

１. 資 本 的 支 出 4,349,000

１. 建 設 改 良 費 743,797

１. 管 渠 建 設 費 287,771

２. 管 渠 改 良 費 195,780

３. 処理場建設改良費 20,080

４.
流 域 下 水 道
整 備 事 業 費 240,166

２. 固定資産取得費 6,921

１.
有 形 固 定 資 産
取 得 費 5,217

２. リース資産購入費 1,704

３. 企 業 債 償 還 金 3,598,282

１. 企 業 債 償 還 金 3,598,282

支　　　　　　　出

予 定 額

（単位：千円）

款 項 目
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（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益（△は純損失） △ 510,553

　　　減価償却費 3,902,867

　　　引当金の増減額（△は減少） 8,211

　　　長期前受金戻入額 △ 2,368,087

　　　支払利息 565,205

　　　固定資産除却損 12,331

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 6,659

　　　未収消費税等の増減額（△は増加） 2,770

　　　未払金の増減額（△は減少） 2,566

　　　未払消費税等の増減額（△は減少） 22,927

　　　小計 1,631,578

　　　利息の支払額 △ 565,205

 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 1,066,373

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 490,733

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 229,905

　　　国庫補助金等による収入 124,178

　　　受益者負担金等による収入 10,738

　　　一般会計からの繰入金による収入 1,416,106

 　　 投資活動によるキャッシュ・フロー 830,384

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　一時借入れによる収入 1,000,000

　　　一時借入金の返済による支出 △ 1,000,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,949,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,598,282

      リース債務の返済による支出 △ 1,704

 　　 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,650,986

　　　資 金 増 加 額 245,771

　　　資金期首残高 276,525

　　　資金期末残高 522,296

平成３０年度奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

　
(
6
)
　

期
末

手
当

・
勤

勉
手

当

６
月

 
1
2
月

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

一
般

会
計

の
制

度

２
．

０
７

５
２

．
２

２
５

４
．

３
０

有
〔

１
．

０
５

〕
〔

１
．

２
０

〕
〔

２
．

２
５

〕
前

年
度

２
．

１
２

５
２

．
２

７
５

４
．

４
０

有
〔

１
．

０
７

５
〕

〔
１

．
２

２
５

〕
〔

２
．

３
０

〕

本
年

度

支
 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

備
　

考
 
職

制
上

の
段

階
、

職
務

の
 
級

等
に

よ
る

加
算

措
置

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

２
．

１
２

５
２

．
２

７
５

４
．

４
０

有
〔

１
．

０
７

５
〕

〔
１

．
２

２
５

〕
〔

２
．

３
０

〕

５
６

．
５

２

現
場

処
理

作
業

手
当

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

平
成

３
０

年
１

月
１

日
現

在
）

区
分

一
　

　
　

般
 
 
 
 
　

職

０
．

０
４
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

定
年

前
早

期
退

職
に

係
る

退
職

手
当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

特
　

例
　

措
　

置

（
2
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
４

．
５

８
２

５
４

９
．

５
９

定
年

前
早

期
退

職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
５

．
５

５
６

２
５

４
９

．
５

９

２
０

年
勤

続
の

者
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（
単

位
：

千
円

）

事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
1
5
%
の

（
公

共
下

水
道

分
）

範
囲

内
の

額
（

平
成

2
7
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

平
成

2
9
年

度
か

ら
の

融
資

に
対

す
る

千
円

及
び

当
該

借
か

ら
損

失
補

償
入

期
間

中
の

利
息

平
成

3
1
年

度
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

ま
で

（
平

成
2
7
年

度
議

決
）

延
利

息
の

合
計

額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

平
成

2
9
年

度
伴

う
利

子
補

給
る

年
利

1
.
1
5
%
の

か
ら

（
農

業
集

落
排

水
範

囲
内

の
額

平
成

3
1
年

度
処

理
施

設
分

）
ま

で
（

平
成

2
7
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
平

成
2
7
年

度
議

決
）

債
　
務
　
負
　
担
　
行
　
為
　
に
　
関
　
す
　
る

　
調

　
書

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金

平
成

2
9
年

度
か

ら
平

成
3
1
年

度
ま

で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

国
県

支
出

金

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

下
水

道
事

業
収

　
　

　
益

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

平
成

2
9
年

度
か

ら
平

成
3
1
年

度
ま

で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額
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事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
1
0
%
の

（
公

共
下

水
道

分
）

範
囲

内
の

額
（

平
成

2
8
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

平
成

2
9
年

度
か

ら
の

融
資

に
対

す
る

千
円

及
び

当
該

借
か

ら
損

失
補

償
入

期
間

中
の

利
息

平
成

3
2
年

度
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

ま
で

（
平

成
2
8
年

度
議

決
）

延
利

息
の

合
計

額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

平
成

2
9
年

度
伴

う
利

子
補

給
る

年
利

1
.
1
0
%
の

か
ら

（
農

業
集

落
排

水
範

囲
内

の
額

平
成

3
2
年

度
処

理
施

設
分

）
ま

で
（

平
成

2
8
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
平

成
2
8
年

度
議

決
）

金
　

額

平
成

2
9
年

度
か

ら
平

成
3
2
年

度
ま

で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

平
成

2
9
年

度
か

ら
平

成
3
2
年

度
ま

で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

下
水

道
事

業
収

　
　

　
益

国
県

支
出

金

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

企
業

債
損

益
勘

定
留

保
資

金
期

　
間

金
　

額
期

　
間

- 50 -



水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

平
成

2
9
年

度
融

資
斡

旋
事

業
に

千
円

を
限

度
と

す
か

ら
伴

う
利

子
補

給
る

年
利

0
.
9
5
%

の
平

成
3
3
年

度
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

ま
で

（
平

成
2
9
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

平
成

2
9
年

度
か

ら
の

融
資

に
対

す
る

千
円

及
び

当
該

借
か

ら
損

失
補

償
入

期
間

中
の

利
息

平
成

3
3
年

度
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

ま
で

（
平

成
2
9
年

度
議

決
）

延
利

息
の

合
計

額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

平
成

2
9
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

平
成

2
9
年

度
か

ら
の

融
資

に
対

す
る

千
円

及
び

当
該

借
か

ら
損

失
補

償
入

期
間

中
の

利
息

平
成

3
3
年

度
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
ま

で
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
平

成
2
9
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

平
成

3
0
年

度
融

資
斡

旋
事

業
に

千
円

を
限

度
と

す
か

ら
伴

う
利

子
補

給
る

年
利

1
.
0
0
%

の
平

成
3
4
年

度
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

ま
で

に
同

じ

平
成

2
9
年

度
か

ら
平

成
3
3
年

度
ま

で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

限
度

額
全

　
額

8
8
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事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

平
成

3
0
年

度
か

ら
の

融
資

に
対

す
る

千
円

及
び

当
該

借
か

ら
損

失
補

償
入

期
間

中
の

利
息

平
成

3
4
年

度
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

ま
で

延
利

息
の

合
計

額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

平
成

3
0
年

度
か

ら
の

融
資

に
対

す
る

千
円

及
び

当
該

借
か

ら
損

失
補

償
入

期
間

中
の

利
息

平
成

3
4
年

度
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
ま

で
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

下
水

道
施

設
等

平
成

3
0
年

度
包

括
的

維
持

管
理

か
ら

業
務

委
託

平
成

3
2
年

度
ま

で

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

下
水

道
事

業
収

　
　

　
益

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

損
益

勘
定

留
保

資
金

国
県

支
出

金

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

限
度

額
全

　
額

に
同

じ

4
2
0
,
7
1
3

企
業

債

平
成

3
0
年

度
か

ら
平

成
3
4
年

度
ま

で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

4
2
0
,
7
1
3

4
2
0
,
7
1
3
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平成３０年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（平成３１年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,618,410

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 137,150 474,905

　  ハ　構      築      物 112,811,845

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 17,265,843 95,546,002

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,127,593

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,280,966 1,846,627

　  ホ  車  両  運  搬  具 5,585

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,409 4,176

　  ヘ　器   具   備   品 1,777

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 606 1,171

　  ト　建  設  仮  勘  定 152,474

     　有 形 固 定 資 産 合 計 99,643,765

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,720,846

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,720,846

　  固  定  資  産  合  計 104,364,611

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 522,296

  (2)　未       収       金 815,762

     　貸  倒  引  当  金 △ 28,076 787,686

　  流  動  資  産  合  計 1,309,982

　  資      産      合    計 105,674,593
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 38,372,793

     　企  業  債  合  計 38,372,793

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 48,007

     　引  当  金  合  計 48,007

　  固  定  負  債  合  計 38,420,800

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,563,585

     　企  業  債  合  計 3,563,585

  (2)　未       払       金 200,321

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 17,703

     　引  当  金  合  計 17,703

　  流  動  負  債  合  計 3,781,609

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 76,358,297

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 11,649,915 64,708,382

　  繰  延  収  益  合  計 64,708,382

　  負      債      合    計 106,910,791
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,018

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,055

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,949,371

     　欠　損　金　合　計 2,949,371

　  剰   余   金   合   計 △ 1,601,316

　  資      本      合    計 △ 1,236,198

　  負  債  資  本  合  計 105,674,593
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平成２９年度奈良市下水道事業予定損益計算書

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 下 水 道 使 用 料 4,192,588

 (2) 雨 水 処 理 負 担 金 177,215

 (3) そ の 他 営 業 収 益 79 4,369,882

２. 営   業    費   用

 (1) 管 渠 費 189,446

 (2) ポ ン プ 場 費 31,839

 (3) 処 理 場 費 463,809

 (4) 普 及 指 導 費 59,271

 (5) 業 務 費 257

 (6) 総 係 費 156,191

 (7) 減 価 償 却 費 3,883,158

 (8) 資 産 減 耗 費 40,865

 (9) 流 域 下 水 道 管 理 費 2,006,504 6,831,340

  　営      業      損     失 2,461,458

３. 営  業  外  収  益

 (1) 受取利息及び配当金 7

 (2) 他 会 計 負 担 金 5,590

 (3) 他 会 計 補 助 金 281,671

 (4) 国庫補助金及び交付金 23,853

 (5) 県 補 助 金 3,233

 (6) 長 期 前 受 金 戻 入 2,351,847

 (7) 雑 収 益 180 2,666,381

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 639,127

 (2) 雑 支 出 12,885 652,012 2,014,369

  　経      常      損     失 447,089

５. 特   別    利   益

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 益 167 167

６. 特   別    損   失

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 損 5,584 5,584 △ 5,417

   当　年　度　純　損　失 452,506

     前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,986,312

  当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,438,818
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平成２９年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,618,410

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 111,436 500,619

　  ハ　構      築      物 112,053,103

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 13,804,076 98,249,027

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,120,710

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,091,434 2,029,276

　  ホ  車  両  運  搬  具 1,685

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,220 465

　  ヘ　器   具   備   品 851

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 578 273

　  ト　建  設  仮  勘  定 69,383

     　有 形 固 定 資 産 合 計 102,467,453

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,715,000

　  ロ　リ　ー　ス　資　産 1,733

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,716,733

　  固  定  資  産  合  計 107,184,186

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 276,525

  (2)　未       収       金 811,873

     　貸  倒  引  当  金 △ 26,952 784,921

　  流  動  資  産  合  計 1,061,446

　  資      産      合    計 108,245,632
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 39,987,378

     　企  業  債  合  計 39,987,378

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 43,188

     　引  当  金  合  計 43,188

　  固  定  負  債  合  計 40,030,566

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,598,282

     　企  業  債  合  計 3,598,282

  (2)　リ　ー　ス　債　務 1,704

  (3)　未       払       金 174,983

  (4)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 15,435

     　引  当  金  合  計 15,435

　  流  動  負  債  合  計 3,790,404

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 74,432,135

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 9,281,828 65,150,307

　  繰  延  収  益  合  計 65,150,307

　  負      債      合    計 108,971,277
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,018

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,055

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,438,818

     　欠　損　金　合　計 2,438,818

　  剰   余   金   合   計 △ 1,090,763

　  資      本      合    計 △ 725,645

　  負  債  資  本  合  計 108,245,632
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奈良市下水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物     １５～５０年 

構築物        ５０年 

機械及び装置  ６～２０年 

器具及び備品  ２～１５年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当

する金額を計上している。なお、地方公営企業法適用前である平成２５年度まで

の要支給額については、一般会計がその全部を負担することになっているため、

退職給付引当金は計上していない。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

- 60 -



消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している｡ 

 

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴  当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ３７５，

１４０千円の見込みである。 

 

 Ⅲ．予定貸借対照表関連 

  １ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

    該当事項無し 

  ２ 引当金の取崩し 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 

平成３０年度において、退職に係る退職手当として４，３８９千円を支給する

ため、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。 

   ⑵  賞与引当金の取崩し 

平成３０年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支

払として１５，３４５千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものとし

て算定した。 

⑶  貸倒引当金の取崩し 

平成３０年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

３，２８５千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すも

のとして算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の

２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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セグメント区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業  市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 平成30年4月1日 至 平成31年3月31日 ） 

単位（千円） 公共下水道事業 農業集落排水事業 合   計 

営業収益 4,617,990 42,562 4,660,552 

営業費用 6,745,152 391,794 7,136,946 

営業損益 △2,127,162 △349,232 △2,476,394 

経常損益 △456,336 △90,853 △547,189 

その他項目    

 他会計繰入金 335,015 97,991 433,006 

 減価償却費 3,601,974 300,893 3,902,867 

 特別利益 32 0 32 

 特別損失 5,843 0 5,843 

 有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 

730,422 18,592 749,014 

 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

  ２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過

リース料相当額 

      １年内       ２５３千円 

      １年超       ６２１千円 

       計        ８７４千円 
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  ３ 解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内      ７５５千円 

     １年超    ２，２０２千円 

      計     ２，９５７千円 
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